
 

耐震改修促進税制（所得税の特例措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

耐震改修促進税制（固定資産税の特例措置） 

 

適用期間 

（工事完了期間） 

平成１８年１月１日～令和２年３月３１日 

ただし、令和４年３月３１日まで期間が延長される予定です。 

減額の概要  
耐震改修工事を行った場合、当該住宅に係る翌年分の固定資産税額（１

２０㎡相当額までに限る。）を２分の１に減額します。 

 

家屋の要件 昭和５７年１月１日以前から存在する住宅であること。 

耐震改修工事の要件 
① 現行の耐震基準に適合する耐震改修であること。 

② 工事費が５０万円を超えること。 

 

手続の要件  耐震改修工事完了後３ヶ月以内に市役所税務課に申告してください。 

手続に必要な書類  

① 固定資産税減額申告書（注１） 

注１．市役所税務課で取得してください。 

② 増改築等工事証明書（注２）又は住宅耐震改修証明書（注３） 

注２．登録建築士事務所に属する建築士、指定確認検査機関、 

登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人 

が発行します。 

住３．市役所では原則として発行しませんので、まずは増改 

築等工事証明書の発行について建築士等に相談してく 

ださい。 

③ 工事費がわかる書類（領収書等） 

④ 耐震改修後に交付された住宅性能評価書の写し（交付のある 

場合に限る。） 

⑤ 工事請負契約書の写し等 

 

https://www.refonet.jp/csm/info/fund/tax_reduction/tax_protectquake02.html#renovation_etc
https://www.refonet.jp/csm/info/fund/tax_reduction/tax_protectquake02.html#taishin_doc

